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（様式－1 表紙） 

 

１ 調査名称：近畿圏総合都市交通体系調査業務 

 

２ 調査主体：京阪神都市圏交通計画協議会 

 

３ 調査圏域：近畿圏 

 

４ 調査期間：平成 27年度 

 

５ 調査概要： 

京阪神都市圏交通計画協議会では、昭和４５年よりパーソントリップ調査を 10 年間隔で

実施し、その中間年には物資流動調査とパーソントリップ補完調査を行っている。物資流動

調査は近畿圏内における物の動きを把握する調査、パーソントリップ補完調査は近畿圏外居

住者の近畿圏内における移動実態を把握する調査である。 

平成２７年度調査では、第５回物資流動調査の実態調査、平成２８年度実施予定のパーソ

ントリップ補完調査の企画立案、平成 22 年第 5 回パーソントリップ調査マスターファイル

の時点更新方法の検討を行った。 

パーソントリップ補完調査の企画立案においては、交通関連ビッグデータの活用を目的と

して、ビッグデータとパーソントリップ調査データとの比較分析を行い、活用可能領域や具

体的な補正方法を検討した。 

また、平成 22 年第 5 回パーソントリップ調査マスターファイルの時点更新方法の検討に

おいては、交通関連ビッグデータを用いた大規模開発地区周辺における発生集中量の更新方

法をとりまとめた。 
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（様式－2a 調査概要） 

Ⅰ 調査概要 

 

１ 調査名： 近畿圏総合都市交通体系調査業務 

 

２ 報告書目次 

 

近畿圏物資流動調査編 

1. 実態調査の企画・準備  

2. 実態調査の実施管理  

3. データ整備及び調査結果のとりまとめ  

4. 調査結果の活用  

5. 今年度調査のまとめ  

6. 各種会議の運営補助  

7. ホームページ改修  

 

近畿圏パーソントリップ補完調査編 

1. 業務概要 

2. ビッグデータの補正方法の検討 

3. ビッグデータの分析 

4. 実態調査の企画立案 
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（様式－2b 調査概要） 

３ 調査体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（平成28年３月） 

 

４ 委員会名簿等： 

京阪神都市圏交通計画協議会 構成機関 

・滋賀県 

・京都府 

・大阪府 

・兵庫県 

・奈良県 

・和歌山県 

・京都市 

・大阪市 

・堺市 

・神戸市 

・国土交通省 

・西日本高速道路（株） 

・阪神高速道路（株） 

・（独）都市再生機構 

・関西鉄道協会 

・近畿バス団体協議会 

京阪神都市圏交通計画協議会（委員会） 

（委員長：国土交通省 近畿地方整備局長） 

京阪神都市圏交通計画協議会（幹事会） 

（幹事長：国土交通省 近畿地方整備局 企画部長） 

京阪神都市圏交通計画協議会（技術連絡会） 

（会長：国土交通省 近畿地方整備局 企画部広域計画課長） 

京阪神都市圏交通計画協議会（事務局） 

（事務局長：国土交通省 近畿地方整備局 企画部広域計画課長補佐） 
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（様式－3a 調査成果） 

Ⅱ 調査成果 

 

１ 調査目的 

 本業務は、近畿地方整備局、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、京都

市、大阪市、堺市及び神戸市で構成する京阪神都市圏交通計画協議会が中間年次調査として物

資流動調査の実態調査を実施するとともに、平成 28 年度に実態調査の実施を予定しているパー

ソントリップ補完調査（以下、「ＰＴ補完調査」という）の企画立案を行うものである。 

 

＜近畿圏物資流動調査＞ 

近畿圏の物流において、輸送面からの産業支援による経済活性化、空港・港湾へのアクセス

性向上による国際競争力の強化、輸送の効率化による環境問題への対応などの様々な課題があ

る。 

物資流動調査は、「物」に着目し、主にその動きとそれに関連する貨物自動車の動きや事業

所の立地等を把握することにより、近畿圏の物流課題・施策に対応するデータを把握すること、

また、従来の量的な統計データを整備することを目的とした調査である。 

中間年次調査は５年間かけて実施され、平成 25 年度には調査企画、平成 26 年度はプリサー

ベイを実施しており、平成 27年度は実態調査を行うものである。 

 

＜ＰＴ補完調査＞ 

近畿圏外居住者の近畿圏内における移動実態を把握するものであり、平成２６年度に実施し

た交通関連ビッグデータ活用検討会において、交通関連ビッグデータ（以下、「ビッグデータ」

という）の活用の可能性に関して具体的な活用方法の検討及び課題の検証を実施した結果を踏

まえ、その検討結果を用いてビッグデータの分析及びビッグデータを併用した実態調査の企画

立案を行うものである。 

また、平成 22 年度の第 5回パーソントリップ調査から年数が経っていることから、マスター

ファイルの時点更新の方法について検討を行う。検討においては、実態調査をベースとするの

ではなく、各種の既存統計データやビッグデータを用いるものとする。 
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２ 調査フロー 

 

＜近畿圏物資流動調査＞ 

 

 
 

 

＜近畿圏パーソントリップ補完調査＞ 
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３ 調査圏域図 

近畿２府４県４政令市を対象とする。ただし、近畿圏物資流動調査については、奈良県、和

歌山県の山間部の一部は調査対象外とする。 
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（様式－3b 調査成果） 

４ 調査成果 

 

４.１ 近畿圏パーソントリップ補完調査 

４.１.１ ビッグデータの補正方法の検討 

本業務で用いるビッグデータ（以下、混雑統計という）は、５分おきに計測される位置情報

を基に、滞在判定時間、移動距離時間を任意に設定できるものである（移動目的は不明）。 

ＰＴデータと混雑統計においてデータ特性が異なる次の４つの項目について、混雑統計に対

する補正の必要性の検証及び補正方法の検討を行った。 

①拡大における外出率の考慮の有無の違い 

②性別・年齢階層別のサンプル数の違い 

③市区町村別のサンプル数の違い 

④交通手段の設定方法の違いの４つの項目について 

 

表 補正方法の検討 

 

 

 

 

４.１.２ ビッグデータの分析 

(1) 近畿圏外居住者の近畿圏内における移動実態の把握方法の検討 

近畿圏外居住者の動きについては、近畿圏内への移動・近畿圏内々での移動それぞれに対

し、混雑統計と次表に示す既往調査データで、発生集中量、ＯＤ量等の比較を行い、ビッグ

データの活用範囲の検討を行った。 

 



－8－ 

表 来訪手段・流動の分類・平休別の比較・分析可能な項目 

来訪手段 流動の分類 平日 休日 

飛行機・ 

鉄道 

外内・内外 ①全国幹線旅客純流動調査 ①全国幹線旅客純流動調査、③交通結節点調査 

内々 － ③交通結節点調査（全手段） 

自動車 
外内・内外 

②道路交通センサス 

①全国幹線旅客純流動調査 
①全国幹線旅客純流動調査 

内々 ②道路交通センサス（自動車のみ） － 

注：グレーの網掛けがある項目については以下の留意が必要 

  ①全国旅客純流動調査：通勤・通学目的がない ③交通結節点調査：鉄道において在来線がない 

 

  検討の結果、ビッグデータの活用範囲を以下のように整理した。 

表 近畿圏外居住者の近畿圏内における移動実態の把握方法における混雑統計の活用範囲 
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(2) 時点更新マスターファイルの作成方法の検討 

第５回目の調査が実施された平成 22 年以降、近畿圏においては、うめきた・あべのハルカス

等の商業系の大規模開発が相次いでおり、これらの地区に関連するトリップの発生集中量及び

流動パターンが変化していることが考えられる。 

こうした背景を踏まえ、第５回近畿圏ＰＴ本体調査データの利用価値を保持させるため、Ｐ

Ｔ補完調査として、各種交通関連ビッグデータや国勢調査等の外生データも活用して、平成 27

年時点の更新マスターファイルを作成する方法を検討した。 

 

 

① 大規模開発地区の選定 

平成 22 年から平成 26 年までの従業人口の増加人数が多く（経済センサスより）、実際に

開発が行われた経緯がある地域を、大規模開発地区として選定した。 

 

② 大規模開発地区に関連するＯＤ分布の更新方法の検討 

混雑統計の活用方法を複数ケース整理し、比較検討したうえで更新方法を設定した。 

表 大規模開発関連地区におけるＯＤの算出方法 

 

 

③ マスターファイルの時点更新作業（案） 

以上を踏まえ、マスターファイルの時点更新作業（案）の具体的な手順を整理した。 
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４.１.３ 実態調査の企画立案 

(1) 次年度以降の調査体系（案） 

「都市圏外居住者の近畿圏内における移動実態の把握方法の検討」で整理した混雑統計の活

用範囲を踏まえ、近畿圏外居住者の近畿圏内における移動実態については、飛行機・鉄道によ

る来訪者は従来どおり広域結節点調査で把握し、自動車での来訪者の移動実態や経年変化は、

混雑統計の分析で把握する。 

また、国際競争力強化や国内の地域間競争・連携を検討テーマとするにあたり必要となる、

近畿圏外からの来訪者の個人属性や移動上の問題点・ニーズ等についても、広域結節点調査で

把握する。 

表 広域交通結節点利用者調査の枠組み 
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① 広域交通結節点調査（アンケート調査）の枠組み（案） 

調査規模については、分析精度と必要となるサンプル数を勘案し、第４回中間年次調査で

実施した広域交通結節調査と同様に、統計調査における精度設計の考え方に基づき、各広域

交通結節点利用者の１回目の立ち寄り先へのトリップ数を中ゾーン（一部結節点では大ゾー

ン）レベルで分析できるよう設定した。 

表 広域交通結節点利用者調査（アンケート調査）の枠組み（案） 

 

 

② ビッグデータを用いた検証・分析の枠組み（案） 

近畿圏外居住者の来訪実態及び近畿圏内での移動実態の把握に向けて、実態調査では捉え

にくい自動車での来訪・移動について、ビッグデータを用いて、平成 22 年から平成 28 年に

かけての居住地及び到着地分布、近畿圏内での移動実態（ＯＤ分布及び移動交通手段構成）

の経年変化に関する検証を行う。 

これらの検証結果を踏まえ、広域交通結節点調査（アンケート調査）の結果とあわせて、

来訪者の移動実態に関するデータのとりまとめ及び分析方策を検討する。 
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４．２ 近畿圏物資流動調査 

４．２．１ 実態調査の企画・準備 

平成 25 年度の企画、平成 26年度のプリサーベイを踏まえて検討した調査体系及び調査の

枠組みに従い、以下のとおり調査を実施した。 

 

表 事業所アンケートの概要 

調査体系 物流実態アンケート調査 意向アンケート調査 

把握すべき事項 事業所の物流の実態を把握する 事業所の物流にかかる意向を把握する 

調査時期 ・平成 27年 10 月（～11月）の期間に調査を実施 

・回答期間を調査票送付後、約 1ヵ月を目処として設定 

調査方法 郵送配布、ＷＥＢ回答（郵送回答でも可） 

調査 

対象 

地域 ・近畿２府４県４政令市 

滋賀県、京都府内※、京都市、大阪府内※、大阪市、堺市、兵庫県内※、神

戸市、奈良県、和歌山県 
※京都府内は京都市以外、大阪府内は大阪市・堺市以外、兵庫県内は神戸市以外を示す。 

※奈良県、和歌山県の山間部の一部は調査対象外とする。 

 業種 ・10 区分 

製造業：金属製造業、化学製品製造業、機械器具製造業、軽工業品製造業 

卸売業：原材料卸売業、製品卸売業 

運輸、郵便業：倉庫業、輸送業（道路貨物運送業、水運業、航空運輸業、運

輸に附帯するサービス業） 

小売業 

サービス業 

 規模 ・４区分（第４回と同様の区分） 

10～29 人、30～99 人、100～299 人、300 人～ 

 配布数 約 65 千事業所 

調査項目 ・物流施設の機能（施設種類、物

流量、配送圏域 等） 

・貨物車の発生集中メカニズム 

・貨物車の発生集中地点に関する

情報 

・平行する高速道路を利用せずに

一般道路を走行する輸送実態 

・車両特性、利用ルート、高速道

路を利用しない理由 等 

・物流施設の機能（施設種類、物流量、

配送圏域 等） 

・事業者の各種施策ニーズ 
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表 企業アンケートの概要 

調査体系 企業アンケート 

把握すべき事項 企業の実態･意向を把握する 

調査時期 ・平成 27年 10 月（～11月）の期間に調査を実施 

・回答期間を調査票送付後、約 1ヵ月を目処として設定 

調査方法 郵送配布、ＷＥＢ回答（郵送回答でも可）※依頼文でＷＥＢを誘導 

調査 

対象 

地域 ・近畿２府４県４政令市に立地する事業所の本社（売り上げ上位） 

業種 ・10 区分 

製造業：金属製造業、化学製品製造業、機械器具製造業、軽工業品製造業 

卸売業：原材料卸売業、製品卸売業 

運輸、郵便業：運輸業（道路貨物運送業、水運業、航空運輸業、運輸に付帯

するサービス業）、倉庫業 

小売業 

サービス業 

規模 ・売り上げ上位 200 社 

配布数 約２千事業所 

調査項目 ・物流システム構築上の留意点（環境対策、定時性確保 等） 

・システムの現状と見通し、各種の施策実施時の物流活動の変化、企業の都

市交通行政ニーズ 等 
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４．２．２ 調査結果のまとめ 

第５回近畿圏物資流動調査として、事業所アンケートのうち、物流実態アンケートは調査対象

の約 23％に相当する約 1万 4千事業所、物流に関する意向アンケートは約 19％に相当する約 1万

2千事業所、企業アンケートは、調査対象の約 25％に相当する約 500 社より調査票を回収した。 

 

表 回収結果（有効票） 

  

事業所アンケート（物流実態アンケート） 

配布数 
回収数     回収率     

  郵送 WEB   郵送 WEB 

近畿計 61,701 14,130 7,825 6,305 22.9% 12.7% 10.2% 

01 滋賀県 4,691 1,184 620 564 25.2% 13.2% 12.0% 

02 京都府 3,471 824 478 346 23.7% 13.8% 10.0% 

03 大阪府 12,294 2,970 1,616 1,354 24.2% 13.1% 11.0% 

04 兵庫県 9,320 2,323 1,260 1,063 24.9% 13.5% 11.4% 

05 奈良県 3,499 773 482 291 22.1% 13.8% 8.3% 

06 和歌山県 3,236 811 498 313 25.1% 15.4% 9.7% 

07 京都市 4,889 1,004 580 424 20.5% 11.9% 8.7% 

08 大阪市 12,497 2,371 1,208 1,163 19.0% 9.7% 9.3% 

09 堺市 2,995 752 471 281 25.1% 15.7% 9.4% 

10 神戸市 4,809 1,118 612 506 23.2% 12.7% 10.5% 

        

  

事業所アンケート（物流に関する意向アンケート） 

配布数 
回収数     回収率     

  郵送 WEB   郵送 WEB 

近畿計 61,701 11,868 6,979 4,889 19.2% 11.3% 7.9% 

01 滋賀県 4,691 1,004 572 432 21.4% 12.2% 9.2% 

02 京都府 3,471 673 408 265 19.4% 11.8% 7.6% 

03 大阪府 12,294 2,562 1,506 1,056 20.8% 12.2% 8.6% 

04 兵庫県 9,320 1,915 1,083 832 20.5% 11.6% 8.9% 

05 奈良県 3,499 618 400 218 17.7% 11.4% 6.2% 

06 和歌山県 3,236 708 463 245 21.9% 14.3% 7.6% 

07 京都市 4,889 844 526 318 17.3% 10.8% 6.5% 

08 大阪市 12,497 2,029 1,115 914 16.2% 8.9% 7.3% 

09 堺市 2,995 624 411 213 20.8% 13.7% 7.1% 

10 神戸市 4,809 891 495 396 18.5% 10.3% 8.2% 

        

  

企業アンケート 

配布数 
回収数     回収率     

  郵送 WEB   郵送 WEB 

近畿計 1,974 487 247 240 24.7% 12.5% 12.2% 

01 滋賀県 150 35 13 22 23.3% 8.7% 14.7% 

02 京都府 102 32 17 15 31.4% 16.7% 14.7% 

03 大阪府 432 107 53 54 24.8% 12.3% 12.5% 

04 兵庫県 309 82 45 37 26.5% 14.6% 12.0% 

05 奈良県 99 29 20 9 29.3% 20.2% 9.1% 

06 和歌山県 91 32 19 13 35.2% 20.9% 14.3% 

07 京都市 138 31 16 15 22.5% 11.6% 10.9% 

08 大阪市 401 64 31 33 16.0% 7.7% 8.2% 

09 堺市 97 35 16 19 36.1% 16.5% 19.6% 

10 神戸市 155 40 17 23 25.8% 11.0% 14.8% 



－15－ 

 


